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 福祉保健部 

 

(1) 地域福祉 

ア  地域福祉計画の推進 

関係団体の代表・公募の市民等で組織する地域福祉推進会議において、地域福祉計画の事

業進捗状況について点検を行いました。 

イ  社会福祉協議会補助 

  社会福祉協議会が実施する「地域福祉推進事業」、「福祉バス送迎サービス事業」等に対

して補助金の交付を行い、地域福祉の推進を図りました。 

 ウ 民生児童委員協議会補助 

   民生児童委員協議会の活動に対して補助金の交付を行い、各地区の活動を促進しました。 

エ 社会福祉団体補助 

社会福祉団体が実施する社会福祉事業に要する経費の一部について補助金の交付を行い、

社会福祉の増進を図りました。 

オ 災害時要配慮者支援事業 

避難の支援、安否の確認、その他の避難行動要支援者の生命または身体を、災害から保護

するために必要な措置を講じるための基礎となる、避難行動要支援者名簿を更新しました。 

 

(2) 高齢者福祉 

ア  在宅福祉 

①  寝具洗濯乾燥サービス事業 

  在宅の要介護高齢者が使用している寝具の洗濯、乾燥等のサービス事業を実施し、16人

（延べ利用回数29回）の利用がありました。 

②  日常生活用具の給付事業 

   ひとり暮らし高齢者等の在宅生活を支援するため、日常生活用具の給付事業として、火

災警報器を2人（4個）に給付しました。 

③  高齢者住宅改良助成事業 

  高齢者の居住する住宅を改良することにより、介護者の負担を軽減して、高齢者が住み慣

れた地域で安心して日常生活を送れるよう、住宅改良費の一部を助成（5件）し、住みやす

い住宅づくりへの支援を行いました。 

   ④  訪問理美容サービス事業 

理髪店や美容院に出向くことが困難な在宅高齢者の居宅に、理容師または美容師が訪問

して行う理容または美容サービスに要する経費の一部を、13人（延べ利用回数25回）に対

して助成しました。 
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イ  生きがい施策 

①  老人福祉センター事業 

  高齢者の健康や生活に関する相談に応じるとともに、教養の向上及びレクリエーションな

どの事業を実施し、4施設で29,199人の利用がありました。 

②  シルバー農園事業 

    高齢者が自然の中で趣味を生かして園芸を楽しみ、生きがいと健康増進を図り、できる

限り元気な状態で在宅生活を長く過ごしていただくことを目的に実施し、7農園で310人の

利用がありました。 

③  長寿祝品の贈呈等 

  長年にわたって社会の発展に貢献されてきた高齢者のご苦労に報いるため、430人に米寿

（数え88歳）祝いを、138人に長寿（数え95歳）祝いを行いました。また、新型コロナウイ

ルス感染拡大防止のため、式典は中止されましたが、敬老行事の対象となる高齢者に対

し、祝品（記念品）を配布された10校区社協に対し、市社協を通じその事業費の一部に補

助を行い、高齢者を敬愛し、その長寿をお祝いしました。 

④  シルバー人材センター事業 

  シルバー人材センターの事業に対し補助を行い、高齢者の就労機会の促進を図りました。 

ウ  はり・きゅう・マッサージ施術費助成事業 

  満65歳以上の高齢者のうち1,954人に対し施術費の一部を助成し、健康の保持及び増進を図

りました。 

 エ 介護予防安心住まい推進事業 

   要介護状態等になるおそれの高い高齢者の生活機能の維持向上や、転倒事故防止などのた

めに行う住宅改修工事費の一部を助成（5件）しました。 

 オ 高齢者保健福祉計画の策定 

 高齢者に対する福祉事業に関する事項などを定める3箇年計画として、高齢者保健福祉計画

を、第8期介護保険事業計画と一体的に策定しました。 

 

(3) 医療費の支給事業 

ア 老人医療費の支給 

  65歳以上70歳未満の高齢者のうち、ひとり暮らしや高齢者世帯等に該当する人に対して、

老人医療費を支給（月平均548人）し、健康の保持と福祉の増進を図りました。 

  イ 福祉医療費の支給 

① 心身障がい児（者）に対して、福祉医療費を支給（月平均846人）し、健康の保持と生活

の安定を図りました。 

② ひとり親家庭の親、児童に対して、福祉医療費を支給（月平均1,648人）し、健康の保持

と生活の安定を図りました。  
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ウ 子育て支援医療費の支給 

0歳児から中学校卒業までの乳幼児及び児童生徒の医療費について、入院・通院とも中学校

卒業まで、1医療機関に1箇月200円を支払っていただき、残りの医療費を支給（月平均8,230

人）し、乳幼児及び児童生徒の健康の保持、増進を図りました。 

 

(4) 生活困窮者対策 

ア 生活保護法による施策 

生活に困窮する人に対して、その困窮する程度に応じて必要な保護（月平均被保護世帯582

世帯、被保護人員822人）を行い、最低限度の生活を保障し、自立を助長しました。 

イ 生活困窮者自立支援法による施策 

「くらしと仕事の相談窓口」に2人の相談支援員を配置し、生活に困りごとや不安を抱えて

いる人（387人）からの相談を受けて、34件の支援プランを策定し、自立に向けた支援を行い

ました。 

また、貧困の連鎖を防止するため、子どもの学習支援事業を訪問型で実施し、生活保護受

給世帯等の中高生7人に学習支援を行いました。 

さらに、相談者自身の家計を管理する力を高め、早期に生活が再生されることを目的とし

て、家計改善支援事業を開始し、相談支援（延べ12回）を行いました。 

  

(5) 障がい者福祉 

ア 障害者総合支援法による施策 

① 自立支援給付 

  障がい者一人ひとりの障がい特性にあったサービスを提供するため、自立支援給付を行

いました。 

居宅介護等の利用（延べ2,196人）、生活介護の利用（延べ2,665人）、自立訓練の利用

（延べ134人）、就労移行支援の利用（延べ178人）、就労継続支援の利用（延べ2,607人）、

就労定着支援の利用（延べ86人）、療養介護の利用（延べ152人）、短期入所の利用（延べ

817人）、共同生活援助の利用（延べ586人）、施設入所支援の利用（延べ888人）に対して

給付を行いました。   

② 自立支援医療給付 

障がいを軽くしたり、回復させたりする手術を行う等の更生医療の給付（4,408件）を行

いました。 

また、療養介護医療（152件）、育成医療（55件）、特別対策医療（12件）や精神通院医

療の給付を行いました。 

③ 補装具給付 

身体の失われた部分や障がいのある部分を補って、日常生活や働くことを容易にする補
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装具の購入・修理（障がい者：197件、障がい児：80件）に要した費用の支給を行いました。 

④ 障害支援区分の認定 

調査員による認定調査をもとに、城陽市障がい者介護給付費等支給認定審査会を開催し、

障害支援区分の認定（147 件）など 148 件の審査を行いました。また、審査会の開催手法に

ついて、新型コロナウイルス感染症対策として、ＷＥＢ会議を導入しました。 

 イ 児童福祉法による施策 

   障がいのある児童や発達に心配がある児童に療育を提供するため、障がい児通所支援給付

を行いました。 

放課後等デイサービスの利用（延べ 2,631 人）、児童発達支援の利用（延べ 1,095 人）、

医療型児童発達支援の利用（重症心身障がい児：延べ 35 人、肢体不自由児：延べ 32 人）、

保育所等訪問支援の利用（延べ 20 人）に対し給付を行いました。 

 ウ 相談支援事業 

 障がい者の福祉事業の利用援助、社会資源の活用や社会生活力を高めるための支援、ピア

カウンセリング、介護相談及び情報の提供等を総合的に行う障がい者生活支援事業を実施し

ました。 

また、城陽市障がい者自立支援協議会を開催し、障がい者に関する課題の解消に向けた協

議、障がい者虐待・差別に関する報告等を行い、相談支援の強化を図りました。 

エ 地域生活支援事業 

① 地域生活を支えるための施策 

移動支援事業、日中一時支援事業を行いました。 

また、重度障がい児者の日常生活が、より円滑に行われるための日常生活用具の給付

（障がい者：1,925 件、障がい児：176 件）、訪問入浴事業（434 件）を行いました。 

さらに、家に閉じこもりがちな精神に障がいのある人に対し、日常生活をより豊かなも

のにしていくことを目的として、茶話やゲーム、音楽鑑賞などで交流を図るグループワー

ク事業を行いました。 

② 社会参加促進のための施策 

障がい者が住み慣れた地域社会の中で自立し、社会参加できるよう、手話通訳等意思疎

通支援（手話通訳市職員：630件、手話通訳者：64件・104時間、要約筆記者：125件・241

時間）、障がい者生活訓練事業、各種奉仕員養成事業を行いました。 

また、福祉タクシー利用券の交付（2,037件）を行いました。 

さらに、視覚障がい者に対する情報提供として、点字広報（37回）及び声の広報（24

回）を発行しました。 

③ 手話に関する施策 

  手話に関する施策を推進するための方針に基づき、企業手話研修（1回）、市職員手話研

修（5回）、保育園・幼稚園手話教室（12回）、手話奉仕員ステップアップ講座（12回）を
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実施し、市民への障がいに対する理解や手話の普及に努めました。 

オ その他の施策 

① 在宅の重度障がい児者に対して特別障害者手当等の支給（延べ1,649件）を行いました。 

② 身体障害者手帳及び精神障害者保健福祉手帳の交付等申請用診断書料の助成（身体：359

件、精神：121件）を行いました。 

③ 住み慣れた地域で安心して日常生活を送れるよう、30万円を限度に住宅改良助成（2件）

を行い、住みやすい住宅づくりを支援しました。 

④ 障がい者施設等に通所するために要した交通費の一部を助成（身体障がい者：1人、知的

障がい者：54人、精神障がい者：54人）し、経済的負担の軽減を行いました。 

⑤ 心身障がい者扶養共済制度の掛け金の一部を奨励金（15人）として補助しました。 

⑥ 身体障害者手帳交付の対象とならない軽度・中等度難聴児の補聴器購入等費用の助成（4

件）を行いました。 

⑦ 障害者総合支援法・児童福祉法に定める障がい福祉サービス等の見込み量や方策を定め

る3箇年計画として、第6期城陽市障がい福祉計画・第2期城陽市障がい児福祉計画を策定し

ました。 

 

(6) 児童福祉 

  児童福祉法及び子ども・子育て支援法等に基づき、児童に係る施策を行いました。 

 ア ふたば園 

発達上の課題がある乳幼児については、ふたば園において自立助長のための療育を行いま

した。 

 イ 地域子育て支援センターひなたぼっこ 

育児不安等についての相談や助言及び子育てに関する情報の提供、「ＬＩＮＥ」を利用し

た情報発信を行うとともに、子育てサークル等の育成や支援、多世代交流事業に取り組むな

ど、各種事業を実施しました。 

 ウ ファミリー・サポート・センター 

地域において育児の援助を行いたい人と、育児の援助を受けたい人を会員として組織化

し、育児に関する相互援助活動を行うファミリー・サポート・センター事業の推進のため、

ファミリー・サポート・センター活動促進補助金を交付しました。 

 エ 要保護児童対策 

  家庭児童相談室において、児童の養育上の問題や、児童虐待・要保護児童に関する相談を

受けるとともに、要保護児童対策地域協議会を開催し、児童虐待を含めた相談援助活動の充

実に努めました。 

また、要保護児童訪問支援事業（養育支援訪問事業）を実施し、児童虐待の未然防止とし

て、育児や家事援助等の養育支援を行いました。 
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 オ 乳児家庭全戸訪問事業 

生後4箇月までの乳児のいる家庭を訪問し、子育ての孤立化を防ぐため、子育てに関する情

報提供や、不安や悩みの相談を受ける「こんにちは赤ちゃん事業」を実施するとともに、絵

本を通じて親子がふれあうための「ブックスタート事業」を実施しました。 

 カ 保育所 

保育の必要な乳幼児については、保育所及び昼間里親で保育を行いました。 

また、児童が病気回復期に至らない又は回復期であるため保育所等に通園できない場合

に、児童を預かる病児保育事業を京都きづ川病院で実施しました。 

さらに、民間保育所において、一時保育や夜10時までの延長保育の実施など、多様化する

保育需要に対する取組の一層の充実を図るとともに、日曜・祝日における保護者の就業等に

よる保育ニーズに応えるため、清心保育園で休日保育及び休日の一時保育を実施しました。 

加えて、待機児童の解消を図るため、小規模保育事業所1箇所の整備を完了し、保育を開始

したほか、保育士就業サポートアップ研修会を開催するとともに、保育士宿舎借り上げ支援

事業を創設し、保育士奨学金返還支援金事業とあわせて保育士の人材確保に取り組みまし

た。 

また、幼児教育・保育の無償化事業として、3～5歳児及び非課税世帯の0～2歳児の保育料

の無償化を実施するとともに、満18歳未満の児童が3人以上いる世帯のうち、第3子以降の児

童の保育料及び副食費を無償化することにより、保護者の負担軽減を図りました。 

このほか、新型コロナウイルス感染症対策として、公営保育所2園へのＩＣＴシステムを導

入しました。 

 キ  児童手当・児童扶養手当 

児童手当及び児童扶養手当の給付を行い、児童福祉の充実に努めました。 

 ク 子育て世帯等への給付金 

新型コロナウイルス感染拡大の影響等を鑑み、児童手当・児童扶養手当の受給者、家計が

急変した方、赤ちゃんが生まれた方に対し、子育て世帯への臨時特別給付金等を支給し、生

活等の支援を行いました。 

ケ  学童保育所 

就労等によって昼間保護者のいない家庭の小学生を対象に、10学童保育所及び森の舎クラ

ブにおいて保育を行い、健全育成を図りました。 

また、登録児童数が大きく増加している富野学童保育所については、児童1人当たりの面積

を確保するため、旧富野公民館跡地に新施設を整備しました。 

さらに、新型コロナウイルス感染症対策として、ＩＣＴシステムを導入しました。 

 

(7) 母子保健 

   妊娠期から子育て期まで切れ目のない支援を行うために、保健センター内の子育て世代包
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括支援センター「すくすく親子サポートカウンター」において、母子健康手帳の交付や産前

産後サポート事業等を実施しました。 

ア  母子健康手帳の交付等 

  母子健康手帳の交付時に保健師が面談を行い、妊娠期の過ごし方や出産への不安、育児な

どに関する質問や相談に応じ、必要な情報提供を行いました。 

イ  妊婦健康診査事業 

妊婦に定期的な健康診査を行い、安全な分娩と健康な子どもの出生を支援しました。 

また、令和2年度より多胎妊婦健康診査を開始しました。 

妊婦健診受診実人数     702人 

妊婦歯科健診受診実人数   221人 

ウ 産前産後サポート事業 

  支援が必要とされた妊産婦及びその家族に対して、助産師・保健師等の専門職員が妊娠・

出産・育児に関する悩み等についての相談対応を行いました。 

   相談総数（延べ）   581人 

エ 産後ケア事業 

  出産後において家族等からの支援を受けることができない産婦及び乳児に対して、心身の

ケア、育児の支援その他母子の健康の保持及び増進に必要な支援を行いました。 

   利用者数（延べ）   68人 

オ 妊婦教室 

妊娠中の健康管理の仕方や、安産のための呼吸法、健康な子どもを産むための栄養指導、

育児についての対応等の教室を実施しました。 

カ  新生児・未熟児訪問事業 

生後28日以内（原則）の新生児と母親に対して、養育上必要な事項について家庭訪問を行

い、異常の早期発見と、健やかに育っていくための育児指導を行いました。また、未熟児に

ついても訪問指導を行いました。 

訪問数   89件（うち未熟児11件） 

キ  乳幼児健康診査及び乳幼児相談 

乳幼児の健康を守るため、各成長期の健康診査等を実施しました。 

なお、令和2年度は新型コロナウイルス感染症対策として、母子保健法で実施を義務付けら

れていない8か月児健康診査は電話での個別相談に切り替えて実施しました。 

３か月児健康診査            463人 

８か月児健康相談            490人 

１歳８か月児健康診査        494人 

３歳児健康診査              558人 

乳幼児相談                 217人（延べ） 



福祉保健部 61 

 

 

(8) 成人保健 

健康寿命の延伸のために、生活習慣病やがんを早期に発見するとともに、健康増進への意

識向上を促すため、各種事業を実施しました。 

がん検診のうち、子宮頸がん検診は20歳、乳がん検診は40歳の人に対して無料クーポン券

を発行しました。 

また、40歳、45歳、50歳、55歳、60歳の節目年齢の人に対して、がん検診のパンフレット

を送付し、積極的な受診を促しました。 

健康教育・健康相談・訪問指導についても、40歳から64歳の人を対象に継続して実施しま

した。 

 

事  業  名 受診者数等 備        考 

健 
  
康
  
増 
 
進 
 
事 
 
業 

健
  
康
  
診
  
査 

健康診査(生活保護等)      47人  個別健診      7月～10月 

胃がん検診         549人  集団検診     11月～12月 

肺がん検診      1,157人  集団検診     11月～12月 

子宮頸がん検診      1,383人  個別検診      6月～12月 

乳がん検診      1,302人  個別検診      6月～12月 

大腸がん検診     6,049人  個別検診      6月～10月 

成人歯科健診         60人  個別健診      6月～10月 

肝炎ウイルス検診          390人  個別検診      6月～10月 

健康教育 延べ人数 70人  実施回数       6回 

健康相談 延べ人数  51人  実施回数      44回 

訪問指導  延べ人数   1人   

 

(9) 後期高齢者への保健事業 

後期高齢者の疾病予防、生活の質の確保につなげるため、健康診査・歯科健診を実施しま

した。 

健康診査   4,956人 

歯科健診     12人 

 

(10) 感染症予防対策 

予防接種法・感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づく、定期の

小児予防接種及び高齢者予防接種を実施し、感染症の集団発生とまん延防止に努めました。 

予防接種法施行令の一部改正等により、令和2年10月1日からロタウイルスワクチンが定期

予防接種に追加され、同日から実施しました。 

また、妊娠中の風しん罹患による胎児への影響を予防するため、府の補助制度に準じて、

引き続き予防接種費用の一部を助成しました。 



福祉保健部 62 

 

さらに風しん追加的対策として、風しん抗体保有率の低い世代の男性に対する抗体検査及

び予防接種を実施しました。 

なお、子宮頸がん予防ワクチンは、平成25年6月14日付け厚生労働省通知において、ワクチ

ンとの因果関係を否定できない持続的な疼痛が見られたことから、定期接種を積極的に勧奨

すべきではないとされており、接種者数が少ない状況でした。 

また、新型コロナウイルス感染症への対応として、市民への感染予防対策についての啓発

や相談対応、京都府と連携して感染状況の把握等を行いました。 

さらに、新型コロナウイルスワクチンの市民接種に備えて、コールセンターを開設し、今

後の接種予約等に関する相談に対応するとともに、電算システム改修等を行いました。 

 

(11) 地域保健 

食生活改善推進員（ヘルスメイト城陽）とともに、食生活の改善をはじめとした健康づく

りを図るため、あらゆる年齢層の食生活指導や健康教育等を行い、地域の健康づくりに努め

ました。 

また、令和2年度から減塩のまち推進事業を開始しました。 

 

(12) 自動体外式除細動器整備事業 

心臓突然死等の疾病への救命率の向上を図るため、公共施設に配備している自動体外式除

細動器（ＡＥＤ）を適正に管理しました。 

 

(13) 休日医療 

日曜・祝日・その他休日・年末年始において、内科及び小児科を診療科目として、緊急に

医療を必要とする市民に対し、診療と投薬を行い、休日医療の充実に努めました。 

 

診療日数70日・受診者数307人・1日平均受診者数4.4人 

年 齢 別 受 診 者 数 病 態 別 受 診 者 数 

0 歳 ～ 1 歳 28 人 ( 9.1％) 呼吸器系疾患 160 人 (52.1％) 

2 歳 ～ 5 歳 46 人 (15.0％) 消化器系疾患  54 人 (17.6％) 

6 歳 ～ 14 歳  52 人 (16.9％) 感   染   症 7 人 ( 2.3％) 

15 歳 ～ 19 歳 20 人 ( 6.5％) そ   の   他 86 人 (28.0％) 

20 歳 ～ 69 歳  126 人 (41.1％) 

70 歳以上  35 人 (11.4％) 

 

(14) 保健センター周辺整備事業 

   国道24号寺田拡幅事業により、保健センター等複合施設の敷地の一部を国道用地として提

供したことに伴い、樹木伐採、工作物の撤去・移転等を行いました。 
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(15) 不妊治療等給付事業 

   不妊治療を受けている人に対して、その不妊治療及び不育治療等に要する費用の一部を助

成（156件）し、経済的負担の軽減を図りました。 

   また、令和2年4月受診分から助成額の割合及び上限を拡大しました。 

 

(16) 未熟児養育医療給付事業 

   養育のため病院に入院することを必要とする未熟児に対して、その養育に必要な医療の給

付（25件）を行いました。 

 

(17) 年金事業 

ア  国民年金 

  被保険者及び適用対象者に対し、年金制度について啓発し、国民年金の加入を促進すると

ともに、国の所管事務等について協力連携を行い、豊かな老後の生活設計の一助となるよ

う、受給権の確保に努めました。 

イ  在日外国人重度障がい者特別給付金 

国民年金法に基づく年金の給付を受けることができない外国人等に対し、在日外国人重度

障がい者特別給付金（1人）を支給し、福祉の向上を図りました。 

 

































































【別表1】福祉医療の内訳

【別表2】子育て支援医療の内訳

（福祉保健部）　別表

(人) (件) (％) (円) (円)

入  院 912

通  院 10,140

846 歯  科 1,903 196.2 5,887 138,599

その他 6,962

小  計 19,917

入  院 67

通  院 10,123

1,648 歯  科 2,599 97.6 3,148 36,852

その他 6,503

小  計 19,292

合　計 2,494 39,209

1件当たり
の医療費

1人当たり
の医療費

(円)

心身障がい者

28,664,981

41,685,322

7,902,151

39,002,468

117,254,922

対  象 受給者数 区  分 件数 医　療　費 受診率

177,987,523

＊受給者数：月平均受給者数

＊受診率：件数÷延人数(心身障がい者　10,153人　ひとり親家庭　19,774人)

ひとり親家庭

4,192,865

29,523,002

10,415,979

16,600,755

60,732,601

(人) (件) (％) (円) (円)

入  院 410

通  院 41,960

歯  科 9,679

その他 27,954

合計 80,003

件数 医　療　費 受診率
1件当たり
の医療費

161,826,538

＊受給者数：月平均受給者数

＊受診率：件数÷延人数（98,755人)

1人当たり
の医療費

(円)

8,230

17,514,898

81.0 2,023 19,663

77,830,388

24,123,759

42,357,493

受給者数 区 分
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（福祉保健部）　別表

【別表3】地域ふれあいセンター解体事業

【別表4】老人医療の内訳

【別表5】民間保育所等の概況

（単位：円）

委託料 143,000

工事請負費 28,267,800

合計 28,410,800

項目 事業費

特定財源

一般財源 内容等
国府支出金 地方債 その他

0 28,200,000 0 210,800
地域ふれあいセンターの
解体工事

（単位：人）

0～2歳児

3～5歳児

0～2歳児

3～5歳児

0～2歳児

3～5歳児

0～2歳児

3～5歳児

0～2歳児

3～5歳児

広野幼児園 0～2歳児 143

合     計 10,804

里の西保育園
1,160

1,620

しいの木保育園
395

528

くぬぎ保育園
816

1,195

清心保育園
987

1,829

保育所名  区  分
年間保育実施児童数

（延べ）

清仁保育園
785

1,346

(人) (件) (％) (円) (円)

入  院 117

通  院 6,149

歯  科 1,378 184.4

その他 4,468

合計 12,112

＊受給者数：月平均受給者数

受診率
1件当たり
の医療費

＊受診率：件数÷延人数（6,570人)

1人当たり
の医療費

(円)

548

1,619,815

1,921 42,467

10,798,104

2,064,788

8,789,403

23,272,110

受給者数 区 分 件数 医　療　費
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（福祉保健部）　別表

【別表6】公設公営保育所の概況

【別表7】公設民営保育所の概況

（単位：人）

0～2歳児

3～5歳児

0～2歳児

3～5歳児

合     計 2,373

保育所名  区  分
年間保育実施児童数

　　　　　　(延べ)

鴻の巣保育園
571

912

青谷保育園
395

495

（単位：人）

0～2歳児

3～5歳児

0～2歳児

3～5歳児

0～2歳児

3～5歳児

合     計 5,420

久世保育園
813

1,224

今池保育園
654

929

保育所名  区  分
年間保育実施児童数

　　　　　　(延べ)

久津川保育園
756

1,044
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（福祉保健部）　別表

【別表8】学童保育所の概況

【別表9】富野学童保育所整備事業

（単位：人）

学童保育所名

久津川

古川

久世

深谷

寺田

寺田南

寺田西

今池

富野

青谷

合計

969

583

7,912

年間登録人数（延べ）

761

373

1,375

543

1,058

804

618

828

（単位：円）

国府支出金 地方債 その他

人件費 2,400,000

役務費 156,384

委託料 13,209,486

工事請負費 133,860,100

合計 149,625,970

項目 事業費
特定財源

一般財源 内容等

46,920,000 102,700,000 0 5,970

登録児童の増加に対応す
るため、旧富野公民館跡
地に富野学童保育所を整
備
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（福祉保健部）　別表

【別表10】保健センター周辺整備事業

【別表11】成人歯科健診受診者の内訳

【別表12】肝炎ウイルス検診受診者の内訳

(単位：人)

受診者数 60

異常なし 0

要指導 0

要治療 60

(単位：人)

受診者数 390

Ｃ型に感染している可能性低い 389

Ｃ型に感染している可能性高い 1

Ｂ型陰性 389

Ｂ型陽性 0

＊受診者数にはＣ型のみの受診者１名を含む

（単位：円）

国府支出金 地方債 その他

手数料（保健
センター）

27,428

工事請負費
（保健セン
ター）

21,860,613

手数料（休日
急病診療所）

5,556

工事請負費
（休日急病診
療所）

4,515,113

合計 26,408,710

項目 事業費
特定財源

一般財源 内容等

0 26,400,000 0 8,710

国道24号寺田拡幅事業に
より、保健センター等複
合施設の敷地の一部を国
道用地として提供したこ
とに伴う、樹木伐採、工
作物の撤去・移転等
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（福祉保健部）　別表

【別表13】各種がん検診受診者の内訳

【別表14】小児等予防接種別経費等の内訳

【別表15】高齢者予防接種別経費等の内訳

区分 受診者数 委託料 奨励金 合計

 人 円 円 円

イ ン フ ル エ ン ザ 15,743 60,087,756 1,351,815 61,439,571

高齢者用肺炎球菌 861 5,149,927 63,572 5,213,499

合 計 16,604 65,237,683 1,415,387 66,653,070

区分 受診者数 委託料 奨励金 合計

 人 円 円 円

不 活 化 ポ リ オ 0 0 0 0

日 本 脳 炎 2,583 20,299,904 0 20,299,904

二・三・四種混合 2,419 23,260,957 155,461 23,416,418

Ｍ Ｒ 1,021 12,002,859 8,000 12,010,859

ヒ ブ 1,846 15,480,400 111,350 15,591,750

小 児 用 肺 炎 球 菌 1,813 21,233,352 170,074 21,403,426

子 宮 頸 が ん 予 防 112 1,881,712 0 1,881,712

水 痘 963 9,626,880 25,036 9,651,916

Ｂ 型 肝 炎 1,312 8,711,312 52,846 8,764,158

ロ タ ウ イ ル ス 401 5,466,587 32,856 5,499,443

Ｂ Ｃ Ｇ 479 1,878,958 25,418 1,904,376

合 計 12,949 119,842,921 581,041 120,423,962

異常なし 要精検 受診者数 がん がんの疑い がん以外 異常なし

胃がん検診 549 529 20 17 1 2 13 1

肺がん検診 1,157 1,119 38 37 0 2 22 13

子宮頸がん検診 1,383 1,366 17 13 0 ※2 2 9

乳がん検診 1,302 1,243 59 58 1 0 36 21

大腸がん検診 6,049 5,531 518 386 16 2 298 70

※異形成（前がん病変）の診断数

（単位：人）

受診者数
所見 精検結果
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